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別添１ 

 

環境影響評価手続の状況等 

 

１．環境影響評価手続の状況 

 

表1-1  環境影響評価手続の状況 

項 目 根拠法令 提出年月日 備考 

「環境影響評価書」の提出 
東京都環境影響評価条例 

第58条 
平成23年12月６日  

「事後調査計画書」の提出 
東京都環境影響評価条例 

第65条 
平成23年12月20日  

「着工届」の提出 
東京都環境影響評価条例 

第66条 
平成23年12月20日  

「変更届」の提出 
東京都環境影響評価条例 

第62条 
平成24年９月４日 

施工範囲（岸壁工事、

浚渫工事）の変更 

「事後調査報告書（工事の

施行中その１）」の提出 

東京都環境影響評価条例 

第67条 
平成25年12月13日 

大気汚染、生物・生

態系及び廃棄物 

「変更届」の提出 
東京都環境影響評価条例 

第62条 
平成25年12月16日 事業者の追加 

「変更届」の提出 
東京都環境影響評価条例 

第62条 
平成26年３月10日 事業の延伸 

「事後調査報告書（工事の

施行中その２）」の提出 

東京都環境影響評価条例 

第67条 
平成26年12月11日 

大気汚染、水質汚濁、

生物・生態系及び廃

棄物 

「変更届」の提出 
東京都環境影響評価条例 

第62条 
平成27年７月21日 事業の延伸 

「変更届」の提出 
東京都環境影響評価条例 

第62条 
平成30年２月１日 事業の延伸 

「変更届」の提出 
東京都環境影響評価条例 

第62条 
平成31年３月27日 事業の延伸 

 

 

 

２．許認可等の状況 

 

表1-2  許認可等の状況 

許認可年月 許認可等 根拠法令等 

該当なし   

 

 



(2) 

３．工事の進行 

工事の進行状況は図1-1に示すとおりであり、その概要は以下のとおりである。 

 

3.1 本事業 

(1)岸壁工事（岸壁１バース） 

①既設護岸補強工 

既設護岸補強工は、すべて完了している。 

 

②桟橋式岸壁工 

桟橋式岸壁工は、すべて完了している。 
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図1-1(1)  工事の実施位置（桟橋式岸壁工） 

 

(2)ヤード工事（ヤード１バース分） 

平成27年度は、土工、路床工、路盤工が実施され、ＰＣテナー版設置工及びコンテ

ナ載荷版設置工は製品搬入が行われた。 

平成28年度は、施設建築工事が実施され、管理棟、総合受電所が施工され、管理棟

では、地業工事、土工事は終了し、躯体工事が45％の進捗となっている。また、総合受

電所では、地業工事、土工事、躯体工事が終了している。 

その後、工事が一時中断し、平成29年度は、ガントリークレーン設置工が終了して

いる。 

 



(3) 

(3)道路工事（臨港交通施設） 

平成26年度時点で、道路工事は路盤工まで終了し、約75％の進捗となっている。ま

た、管きょ・街きょ工のうち雨水管設置が約40％まで終了している。 

平成27年度は、土工、管きょ・街きょ工、路盤工、舗装工全てが終了している。 
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図1-1(2)  工事の実施位置（道路工事） 

 

(4)浚渫工事（泊地１バース分） 

浚渫工事は、すべて完了している。 
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Ｙ２ 

Ｙ１ 

3.2 関連事業に係る建設工事 

(1)岸壁工事（岸壁１バース分） 

岸壁工事は、すべて完了している。 

 

(2)ヤード工事（ヤード１バース分） 

ヤード工事は、すべて完了している。 

 

(3)施設建築工事（ヤード１バース分） 

施設建築工事は、すべて完了している。 

 

(4)浚渫工事（泊地１バース分） 

浚渫工事（泊地１バース分、-11ｍ）は、すべて完了している。 

 

(5)浚渫工事（航路・泊地） 

平成29年度時点で、浚渫工事の進捗率は、約100％である。 

平成27年度は計画がなく、平成28年度は計画されていたが実施されていない。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図1-1(3)  工事の実施位置（浚渫工事） 

 

 

 

事業区域 

（ヤード） 

事業区域 

（岸壁） 

事業区域 

（泊地） 

関連事業区域 

（泊地） 

関連事業区域 

（岸壁） 

関連事業区域 

（ヤード） 事業区域 

（臨港交通施設） 

関連事業区域 

（航路・泊地） 


